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918億852万円　10.9％

1,321億4,417万円

15.6％

2,222億21万円

26.3％

1,190億4,985万円

14.1％

820億300万円　9.7％

328億4,598万円

7億9,168万円

0.1％

6億914万円　0.4％
1億3,498万円　0.1％

21億3,981万円　1.3％

50億8,753万円　3.1％

45億8,908万円
　　2.8％

19億6,187万円
　　1.2％

1億2,390万円
0.1％

1,639億5,315万円

19.4％ 447億5,919万円

27.3％

476億91万円

29.0％

239億9,407万円

14.6％

191億8,625万円

11.7％

137億6,643万円　8.4％

令和7年度一般会計当初予算（歳入）

計 8,447億9,655万円 計 1,639億5,315万円

県の予算と県税収入



2

清掃

2

県 の 歳 出 の 内 訳

　令和７年度当初予算にみる熊本県の歳出は、教育費が1,490億4,528万円（17.6％）と最も多

く、続いて公債費の1,065億5,487万円（12.6％）、民生費1,063億3,981万円（12.6％）、土木費

947億6,688万円（11.2％）等となっています。

　令和7年度歳出当初予算総額8,447億9,655万円を令和7年4月1日現在の熊本県の推計人口

168万7,085人で割ると、50万743円となり、さらにこれらを歳出項目別にみてみると、下の図の

ようになります。

令和７年度一般会計当初予算（歳出） 総額8,447億9,655万円

教育費

1,490億
4,528万円

17.6％

公債費

1,065億
5,487万円

12.6％

民生費

1,063億
3,981万円

12.6％

947億6,688万円
675億1,583万円
602億7,153万円
600億124万円

450億4,200万円
414億1,791万円

1,138億4,119万円

11.2％
8.0％
7.1％
7.1％
5.3％
4.9％
13.5％

88,345円

63,159円 500,743円

1,687,085人

35,565円

40,019円

26,698円

63,032円

56,172円

35,725円

24,550円

67,478円

土
木
費

農
林
水
産
業
費

衛
生
費

商
工
費

警
察
費

総
務
費

令和7年4月1日
現在の推計人口

県 の 歳 出 の 内 訳
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清掃
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県 の 歳 出 の 内 訳

　令和７年度当初予算にみる熊本県の歳出は、教育費が1,490億4,528万円（17.6％）と最も多

く、続いて公債費の1,065億5,487万円（12.6％）、民生費1,063億3,981万円（12.6％）、土木費

947億6,688万円（11.2％）等となっています。

　令和7年度歳出当初予算総額8,447億9,655万円を令和7年4月1日現在の熊本県の推計人口

168万7,085人で割ると、50万743円となり、さらにこれらを歳出項目別にみてみると、下の図の

ようになります。

令和７年度一般会計当初予算（歳出） 総額8,447億9,655万円

教育費

1,490億
4,528万円

17.6％

公債費
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414億1,791万円
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11.2％
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7.1％
5.3％
4.9％
13.5％

88,345円

63,159円 500,743円

1,687,085人

35,565円

40,019円

26,698円

63,032円

56,172円
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24,550円
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土
木
費

農
林
水
産
業
費

衛
生
費

商
工
費

警
察
費

総
務
費

令和7年4月1日
現在の推計人口

2.金融機関等

3.コンビニエンスストア

1.県の機関

4.スマートフォン決済アプリ等による納付

3

など

三井住友銀行、福岡銀行、十八親和銀行、鹿
児島銀行、大分銀行、北九州銀行、宮崎銀行、
西日本シティ銀行、豊和銀行、南日本銀行、
長崎銀行

　スマートフォン決済アプリや地方税お支払サイトを利用して、電子マネーやクレジットカード、ネッ

トバンキングなどキャッシュレスによる県税の納付ができます。

電子マネーは、利用されるスマホ決済アプリから、
アプリのカメラで納付書のｅＬ-ＱＲコードを読
み取り、納付します。なお、利用するアプリによっ
て操作方法が異なります。詳細は、以下のＱＲコー
ドからアクセスし御確認ください。

※　スマートフォン決済アプリ等を利用した納付の場合は領収書の発行はできません。
※　電子マネーが利用できるスマートフォン決済アプリの一覧は、地方税お支払サイトをご確認ください。
※　クレジットカード決済による納付の場合はクレジットカード会社に対して手数料が発生し、御本人様負担となります。
※　使用するアプリにより各種設定が必要な場合もありますので、各アプリの公式ホームページをご確認ください。

①納めることができる税金・・・自動車税種別割、個人事業税、不動産取得税

②納めることができる税額・・・1,000万円まで（納付書にｅＬ-ＱＲコードが印字されているもの）

クレジットカード、ネットバンキ
ングは、地方税お支払サイトか
ら納付できます。

※ｅＬ-ＱＲコードが印刷されている納付書は、全国の地方税統一ＱＲコード対応金融機関でも納付できます。

県 税 を 納 め る 場 所
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※ゆうちょ銀行･郵便局では個人事業税のお取り扱いはできません。

【取扱金融機関】

4

口座振替による納税

○南日本銀行の熊本県内の本店、支店及び出張所

○肥後銀行・熊本銀行の本店、支店及び出張所

口座振替による納税
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※ゆうちょ銀行･郵便局では個人事業税のお取り扱いはできません。

【取扱金融機関】

4

口座振替による納税

○南日本銀行の熊本県内の本店、支店及び出張所

○肥後銀行・熊本銀行の本店、支店及び出張所

5

県税を納める時期

※これと異なる場合は、納税通知書に
より指定された納期限まで

※月割は熊本県税証紙代
　金収納計器

収入証紙徴収

熊本県税証紙代金
収納計器

県 税 を 納 め る 時 期
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１. 個人県民税の見直し

　物価上昇局面における税負担の調整及び就業調整対策の観点から、給与所得控除の見直し、同一生計

配偶者及び扶養親族の合計所得金額に係る要件等の引上げ、特定親族特別控除の創設が行われました

（令和７年１月１日から 12 月 31 日までの収入を基礎とする令和８年度の個人県民税から適用）。

（１）給与所得控除の見直し

　給与所得者に適用される給与所得控除について、最低保障控除額が 55 万円から 65 万円に引き上げ

られることとなりました。

（２）各種扶養控除に係る所得要件の引上げ

　各種扶養控除等の適用を受ける場合における所得要件額が 48 万円から 58 万円に引き上げられるこ

ととなりました。

（３）大学生年代の子等に関する特定親族特別控除の創設

　合計所得金額が 58 万円を超える 19 歳から 23 歳未満の親族がいる場合において、納税義務者が受

けられる控除額が当該親族の合計所得金額に応じて逓減していく仕組みが設けられました。

特定親族の前年の
合計所得金額 控除額

58 万円超 95 万円以下 45 万円

95 万円超 100 万円以下 41 万円

100 万円超 105 万円以下 31 万円

105 万円超 110 万円以下 21 万円

110 万円超 115 万円以下 11 万円

115 万円超 120 万円以下 6万円

120 万円超 123 万円以下 3万円

２. 県たばこ税の加熱式たばこに係る課税方式の見直し

・　現在、重量と価格によって紙巻たばこの本数に換算している課税方式について、重量のみで換算す

る方式に見直すほか、一定の重量以下のものは１本をもって紙巻たばこ１本に換算する仕組みとなり

ました。

・　激変緩和措置として、令和８年４月１日以降と令和８年 10 月 1 日以降の２段階で課税方式の見直

しが実施されます。

　課税標準

現行 　現行の換算本数× 1.0

R8.4.1 以降 　現行の換算本数× 0.5 ＋改正後の換算本数× 0.5

R8.10.1 以降 　改正後の換算本数× 1.0

 令和７年度税制改正 
（県税関係）のあらまし
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災害に関する税制上の対応について（平成29年度（2017年度）税制改正分）

【常設化された主な措置】

《国税》

《地方税》

7

3. 軽油引取税の特例措置の適用期限の延長

・　船舶や農林業等の動力源に供する軽油の引取りに係る課税免除の特例措置の適用期限が令和９年３

月31日まで延長されました。

・　ただし、専らレクリエーションの用（レクリエーションに関する事業の用を除く。）に供する船舶

に係る軽油の引取りに係る課税免除の特例措置については、令和７年３月31日をもって廃止すること

とされました。

※その他、令和６年度税制改正の詳細については、総務省ホームページ等をご覧ください。

３. 軽油引取税に係る課税数量の明確化

　特約業者及び元売業者以外の者が製造した軽油を自ら消費し、又は他の者に譲渡した場合や、特約業

者又は元売業者が軽油を自ら消費した場合における軽油引取税の課税について、課税標準から既に軽油

引取税等が課された軽油等の数量を控除することを明確化することとされました。

４. 不動産取得税の軽減措置の適用期限の延長

・　サービス付き高齢者向け住宅を新築した場合の軽減措置の適用期限が令和９年３月 31 日まで延長

されました。

・　改修工事対象住宅の取得に係る軽減措置の適用期限が令和９年３月 31 日まで延長されました。

５. 自動車税の見直し

・　輸送人員の減少により運行の維持が困難になっているものとして、県の条例で定める一般乗合用バ

スに対する非課税規定の適用期限が令和９年３月 31 日まで延長されました。

・　バリアフリー対応バス等を取得した場合の課税標準の特例期限が令和９年３月 31 日まで延長され

ました。



88

電子申告（eLTAX）について電子申告（eLTAX）について

法人県民税、法人事業税、特別法人事業税、個人県民税（利子割・配当割・株式等譲渡所得割）

県たばこ税、ゴルフ場利用税、軽油引取税、産業廃棄物税

 電子申告（eLTAX）について



98

電子申告（eLTAX）について電子申告（eLTAX）について

法人県民税、法人事業税、特別法人事業税、個人県民税（利子割・配当割・株式等譲渡所得割）

県たばこ税、ゴルフ場利用税、軽油引取税、産業廃棄物税

9

税 金 の し く み

49

50

52

森　　林　　環　　境　　税

税 金 の し く み
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個 人 の 県 民 税

1,500円（水とみどりの森づくり税500円が含まれます。）

個 人 の 県 民 税
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個 人 の 県 民 税

1,500円（水とみどりの森づくり税500円が含まれます。）

11

 

　県費負担教職員の給与負担事務が県から熊本市へ移譲されたことに伴い、県から熊本市へ所得割の

2％相当分を税源移譲します。そのため、熊本市に住所を有する者についての所得割の税率は市民税

8％、県民税2％となります。（平成30年6月から適用）

  

1,500円 1,000円

 

1111

県民税のほかに市町村民税及び森林環境税（国税）があわせて課税されます。

3,000円

森林環境税（※１）

森林環境税（国税）について
　森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成31年法律第３号）の施行に伴い、令和６年度か

ら個人住民税の均等割と併せて森林環境税（年額千円）が課税されます。

　その税収は、全額が森林環境譲与税として市町村及び都道府県に譲与され、森林の整備及びその促

進に関する施策の財源に充てられます。

扶養親族（同一生計配偶者を含む）がいる場合

扶養親族（同一生計配偶者を含む）がいない場合

45万円
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個人住民税特別徴収について

個人住民税の特別徴収制度の概要個人住民税の特別徴収制度の概要

員
　
業
　
従 事

等
所
業

市

村
町

算
計
の
額
税
②③特別徴収税額通知

　（5月31日まで）

④給与から天引き
　（６月支給分から翌年の
　 ５月支給分まで）

①給与支払報告書の提出
　（1月31日まで）

③特別徴収税額通知
　（5月31日まで）

⑤税額の納入
　（翌月10日まで）

12
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個人住民税特別徴収について

個人住民税の特別徴収制度の概要個人住民税の特別徴収制度の概要

員
　
業
　
従 事

等
所
業

市

村
町

算
計
の
額
税
②③特別徴収税額通知

　（5月31日まで）

④給与から天引き
　（６月支給分から翌年の
　 ５月支給分まで）

①給与支払報告書の提出
　（1月31日まで）

③特別徴収税額通知
　（5月31日まで）

⑤税額の納入
　（翌月10日まで）

12 13

② 割子利

1313



1414

③ 割当配

1414



1514

③ 割当配

1414 15

株式等譲渡所得割④

1515



16161616

法 人 の 県 民 税法 人 の 県 民 税



17161616

法 人 の 県 民 税

法人県民税Ｑ＆Ａ

17



18181818

水とみどりの森づくり税法 人 の 県 民 税水とみどりの森づくり税



19181818

水とみどりの森づくり税

19

個 人 の 事 業 税

　事業税、事業者の事業活動に対応して生じる行政サービス（道路・公共設備の整備維持、産業・

地域振興、許認可事務等）について、事業者にその経費の一部を負担していただくための税であり、

そのうち、個人の事業主に課されるのが個人事業税です。

個 人 の 事 業 税
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納める額

各種控除

20



21

納める額

各種控除

20

個人事業税

災害による減免

申告と納税

2121

　なお、これと異なる場合は県から送付する納税通知書に記載する納期限までに納めてい

ただきます。



2222

法 人 の 事 業 税

（※３）

（※３）

（※３）

（※５）

（※６）

（※２）外形標準課税対象法人（所得課税法人で資本金の額又は出資金の額が１億円を超える法人　 ）

※４

※４

法 人 の 事 業 税
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法 人 の 事 業 税

（※３）

（※３）

（※３）

（※５）

（※６）

（※２）外形標準課税対象法人（所得課税法人で資本金の額又は出資金の額が１億円を超える法人　 ）

※４

※４

23

２　令和６年度税制改正により、下記のとおり基準が見直されました。
令和７年４月１日以後に開始する事業年度から、現行基準（資本金1億円超）を維持した上で、当分の間、前事業年度に外形標準課税

の対象であった法人であって、当該事業年度に資本金１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額が10億円を超えるものは、外形標準課
税の対象とする。
令和８年４月１日以後に開始する事業年度から、資本金と資本剰余金の合計額が50億円を超える法人等の100％子法人等のうち、資本

金１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額が２億円を超えるものは、外形標準課税の対象とする。

３

４

５

６

７

８

９
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法人事業税額（法人事業税所得割額又は法人事業税収入割額）
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元



2726

元

262727

地 方 消 費 税地 方 消 費 税
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2928 282929

不 動 産 取 得 税

　令和９年（2027年）３月３１日までに取得した場合は、固定資産課税台帳に登録された

価格の２分の１

9

9

不 動 産 取 得 税



3030

不動産を取得された場合や軽減措置の適用を受ける場合は、不動産の所在地を管轄する

広域本部課税担当課に「不動産取得税申告書」を提出してください。（申請書の用紙

は、各広域本部課税担当課にあります。また、熊本県のホームページからもダウンロー

ドできます。）

＝）×－（①

＝－×②

〔軽減の計算方法〕

税額

減額の計算

税率控除額不動産の価格控除の計算

不動産の価格 税率 減額する額 税額

　申告は郵送又は電子申請でも受け付けますが、連絡の取れる電話番号・連絡先を必ず記載し

てください。

　課税の内容、申告、減免、納税等については、取得した不動産の所在地を管轄の広域本部にお

問い合わせください。

国　　税 県　　 市　町　村　税税

取得したとき 相続税、贈与税 不動産取得税

所有しているとき

譲渡したとき 所得税 県民税

固定資産税、都市計画税、事業所税

市町村民税

区　　分

※この他に登録免許税や印紙税、消費税等があります。
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不動産を取得された場合や軽減措置の適用を受ける場合は、不動産の所在地を管轄する

広域本部課税担当課に「不動産取得税申告書」を提出してください。（申請書の用紙

は、各広域本部課税担当課にあります。また、熊本県のホームページからもダウンロー

ドできます。）

＝）×－（①

＝－×②

〔軽減の計算方法〕

税額

減額の計算

税率控除額不動産の価格控除の計算

不動産の価格 税率 減額する額 税額

　申告は郵送又は電子申請でも受け付けますが、連絡の取れる電話番号・連絡先を必ず記載し

てください。

　課税の内容、申告、減免、納税等については、取得した不動産の所在地を管轄の広域本部にお

問い合わせください。

国　　税 県　　 市　町　村　税税

取得したとき 相続税、贈与税 不動産取得税

所有しているとき

譲渡したとき 所得税 県民税

固定資産税、都市計画税、事業所税

市町村民税

区　　分

※この他に登録免許税や印紙税、消費税等があります。

32R8.3.31までにした場合

●特例適用既存住宅を取得したとき
　特例適用既存住宅とは、次の①,②,③の要件に全て該当する住宅です。
①　個人の取得者が自己の居住の用に供するものであること
②　床面積が５０㎡以上２４０㎡以下であること
③　次のア,イ,ウ,エのいずれかに該当するものであること
　ア　S57.1.1以後に新築されたもの
　イ　アに該当しない住宅で、耐震診断によって耐震基準に適合しているとして、次のa，b，cのいずれかの書類があること

a　建築士等による証明書（当該住宅の取得日前２年以内に当該証明に係る調査が終了しているものに限る）
b　建設住宅性能評価書の写し(当該住宅の取得日前２年以内に評価されたものに限る)
c　既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約が締結されていることを証する書類(当該住宅の取得日前２年以内に締結

されたものに限る)
　ウ　ア、イに該当しない住宅で、取得後６ヶ月以内に次のa,b,cの要件を全て満たしていること

a　耐震基準に適合する耐震改修を完了していること
b　耐震基準に適合するとして、次のいずれかの書類があること

・　建築士等による証明書（当該住宅の取得日以後６ヶ月以内に当該証明に係る調査が終了しているものに限る）
・　建設住宅性能評価書の写し（当該住宅の取得日以後６ヶ月以内に評価されたものに限る）
・　既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約が締結されていることを証する書類（当該住宅の取得日以後６ヶ月以内

に締結されたものに限る）
c　aの完了後、個人の取得者が自己の居住の用に供していること

エ　　宅地建物取引業者が取得した既存住宅（新築から１０年以上経過した住宅で、R9.3.31までに取得した住宅に限
る）で、一定の住宅性能を満たす改修工事（安全性、耐震性、快適性、エネルギー使用の効率性その他の品質又は性
能の向上に資する改修工事）を行った上、取得の日から２年以内に耐震基準適合要件を満たすものとして個人に譲
渡し、当該個人が自己の居住の用に供した場合

S56. 6.30

S56.7.1 S60.6.30
S60.7.1 H 1.3.31
H 1.4.1 H 9.3.31
H 9.4.1

21

3

3

　「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に規定するサービス付き高齢者向け住宅の場合は、以下の要件
を満たしていることが必要。
　　① Ｒ3.3.31までの取得の場合
　　　 ：床面積30㎡以上210㎡以下、戸数10戸以上で、国又は地方公共団体から建設費補助を受けていること。
　　② Ｒ3.4.1からR5.3.31までの取得の場合
　　　 ：床面積30㎡以上180㎡以下、戸数10戸以上で、国から建設費補助を受けていること。
　　③ Ｒ5.4.1からR9.3.31までの取得の場合
　　　 ：床面積30㎡以上160㎡以下、戸数10戸以上で、国から建設費補助を受けていること。

2

1

　１戸の床面積が40㎡以上50㎡未満の区分所有住宅（分譲マンション等）で貸家の場合は、賃貸用であることがわ
かる書類（賃貸借契約書の写し等）が必要です。

31



323129

30

30

令和2年3月31日までの

○ 住民票の写し（家屋の全部事項証明書で居住確認できる場合は不要）

R8.3.31までの取得については､１００戸以上の共同住宅等の新築でやむを得ない事情があると認められる場合
に限り４年以内となります。

土地を取得した後２年以内（R8.3.31までの取得は３年以内※４）にその土地の上に住宅が新築されている場合
で、次のア,イいずれかに該当する場合

建築士等による増改築等工事証明書

31

宅地及び宅地比準土地については、R9.3.31までに取得された場合に限り、固定資産課税台帳に登録された価格
の2分の1に相当する額を土地面積で除したものを「土地１㎡当たりの評価額」として、減額する額を計算します。

４

５

５

3232

※　既存住宅③エに該当する敷地の減額を受ける場合は、宅地建物取引業者の土地取得日から2年以内に次の書類
を県に提出する必要があります。

●　「安心R住宅調査報告書」又は「既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約が締結されていることを証する書類」（保険
証券写しや保険付保証明書）

●　土地の登記事項証明書の写し

　家屋の全部事項証明書（インターネットによる登記情報提供サービス（https://www1.touki.or.jp/）で取得した登記
情報（発行年月日及び照会番号があるものに限ります。）でも差し支えありません。）

　家屋の全部事項証明書（インターネットによる登記情報提供サービス（https://www1.touki.or.jp/）で取得した登記
情報（発行年月日及び照会番号があるものに限ります。）でも差し支えありません。）
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30

30

令和2年3月31日までの

○ 住民票の写し（家屋の全部事項証明書で居住確認できる場合は不要）

R8.3.31までの取得については､１００戸以上の共同住宅等の新築でやむを得ない事情があると認められる場合
に限り４年以内となります。

土地を取得した後２年以内（R8.3.31までの取得は３年以内※４）にその土地の上に住宅が新築されている場合
で、次のア,イいずれかに該当する場合

建築士等による増改築等工事証明書

31

宅地及び宅地比準土地については、R9.3.31までに取得された場合に限り、固定資産課税台帳に登録された価格
の2分の1に相当する額を土地面積で除したものを「土地１㎡当たりの評価額」として、減額する額を計算します。

４

５

５

3232

※　既存住宅③エに該当する敷地の減額を受ける場合は、宅地建物取引業者の土地取得日から2年以内に次の書類
を県に提出する必要があります。

●　「安心R住宅調査報告書」又は「既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約が締結されていることを証する書類」（保険
証券写しや保険付保証明書）

●　土地の登記事項証明書の写し

　家屋の全部事項証明書（インターネットによる登記情報提供サービス（https://www1.touki.or.jp/）で取得した登記
情報（発行年月日及び照会番号があるものに限ります。）でも差し支えありません。）

　家屋の全部事項証明書（インターネットによる登記情報提供サービス（https://www1.touki.or.jp/）で取得した登記
情報（発行年月日及び照会番号があるものに限ります。）でも差し支えありません。）

323333

Ｑ１　登記してから、どれくらいで納税通知書が届きますか？

Ａ１　随時課税のため、課税の時期は決まっていませんが、通常は不動産登記から５か月から１年程度で、
納税通知書をお送りしています。

　　　ただし、家屋を新築・増築・改築された場合については、固定資産評価基準により評価額を調査・
決定した後に納税通知書をお送りしています。

　　　詳しくは、管轄する広域本部にお問い合わせください。

Ｑ２

Ａ２

Ｑ３

Ａ３

Ｑ４

Ａ４

Ｑ５

Ａ５

Ｑ６

Ａ６

Ｑ７

Ａ７

Ｑ８

Ａ８

Ｑ９

Ａ９



3433

580円
（20本入り）

　　たばこ1箱（1箱580円、20本入）には、21.4円の県たばこ税が含まれています。

たばこは県内で買いましょう！

区　分

合　計

R3.10.1～

（円／ 1,000 本）

地方税

国　税

たばこ税は、買われた場所の県や市町村の収入になり、よりよい社会を築く

ために役立っています。

3434

県 た ば こ 税

　なお、令和7年度税制改正において、紙巻たばことの間の税負担差を解消するため、加熱式

たばこに係る課税方式が見直され、令和8年4月１日以降と令和8年10月1日以降の2段階で

実施されます。

県 た ば こ 税



3533

580円
（20本入り）

　　たばこ1箱（1箱580円、20本入）には、21.4円の県たばこ税が含まれています。

たばこは県内で買いましょう！

区　分

合　計

R3.10.1～

（円／ 1,000 本）

地方税

国　税

たばこ税は、買われた場所の県や市町村の収入になり、よりよい社会を築く

ために役立っています。

3434

県 た ば こ 税

　なお、令和7年度税制改正において、紙巻たばことの間の税負担差を解消するため、加熱式

たばこに係る課税方式が見直され、令和8年4月１日以降と令和8年10月1日以降の2段階で

実施されます。

343535

ゴ ル フ 場 利 用 税

国民スポーツ大会の競技又はその

ゴ ル フ 場 利 用 税



36

申告と納税

課税の流れ

こんな場合にも課税されます

納める人（納税義務者）

36

軽 油 引 取 税軽 油 引 取 税



37

申告と納税

課税の流れ

こんな場合にも課税されます

納める人（納税義務者）

36

軽 油 引 取 税

事前承認が必要です

課税免除について

不正軽油は「作らない」「売らない」「買わない」「使わない」

軽油は県内で買いましょう！
軽油引取税は、軽油の納入地の所在する都道府県の収入となります。

政令市への交付

37

　特定の用途（船舶（専らレクリエーションの用に供する船舶を除く）の燃料、農業における耕うん機
など）に軽油を使用する場合は、一定の手続のうえ、軽油取引税が免税となる制度があります。



3837

種別割①

自動車税種別割の税率表（年額） ※詳しくは自動車税事務所へお尋ねください

38

自 動 車 税

７

自 動 車 税
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種別割①

自動車税種別割の税率表（年額） ※詳しくは自動車税事務所へお尋ねください

38

自 動 車 税

７

38

災害によって被害を受けた自動車。

3939



40

自動車税種別割のグリーン化税制

１　環境負荷の小さい自動車は、税率が軽減されます。（初回新規登録の翌年度の 1 年間のみ）

２　環境負荷の大きい自動車は、税率が上乗せ（重課）されます。　
　 令和７年度（2025年度）の自動車税種別割

特　例　対　象　車
特例対象車の

初回新規登録の時期
車種 税率 重課の期間

ガソリン車・
ＬＰＧ車

初回新規登録から１３年を
経過した自動車

平成２４年（2012年）
３月３１日

以前

バス、トラック
概ね１０％
上乗せ

重課となった年度から
抹消登録されるまで

バス、トラック以外
概ね１５％
上乗せ

ディーゼル車
初回新規登録から１１年を

経過した自動車

平成２６年（2014年）
３月３１日

以前

バス、トラック
概ね１０％
上乗せ

バス、トラック以外
概ね１５％
上乗せ

令和１２年度燃費基準９０％達成
かつ

令和２年度燃費基準達成

令和１２年度燃費基準７０％達成
かつ

令和２年度燃費基準達成

令和１２年度燃費基準９０％達成
かつ

令和２年度燃費基準達成

令和１２年度燃費基準７０％達成
かつ

令和２年度燃費基準達成

ガソリン車・
ＬＰＧ車

営業用の
乗用車

ディーゼル車

軽減される期間税率特　例　対　象　車

電気自動車
燃料電池自動車
プラグインハイブリッド自動車
天然ガス自動車 ※１

概ね７５％
軽減

（★★★★）
平成３０年排出ガス

基準５０％低減
又は

平成１７年排出ガス
基準７５％低減

達成車

初回新規登録の
翌年度（１年間）分

のみ軽減

平成３０年排出
ガス基準適合

又は
平成２１年排出
ガス基準適合

概ね７５％
軽減

概ね５０％
軽減

概ね７５％
軽減

概ね５０％
軽減

40



41

自動車税種別割のグリーン化税制

１　環境負荷の小さい自動車は、税率が軽減されます。（初回新規登録の翌年度の 1 年間のみ）

２　環境負荷の大きい自動車は、税率が上乗せ（重課）されます。　
　 令和７年度（2025年度）の自動車税種別割

特　例　対　象　車
特例対象車の

初回新規登録の時期
車種 税率 重課の期間

ガソリン車・
ＬＰＧ車

初回新規登録から１３年を
経過した自動車

平成２４年（2012年）
３月３１日

以前

バス、トラック
概ね１０％
上乗せ

重課となった年度から
抹消登録されるまで

バス、トラック以外
概ね１５％
上乗せ

ディーゼル車
初回新規登録から１１年を

経過した自動車

平成２６年（2014年）
３月３１日

以前

バス、トラック
概ね１０％
上乗せ

バス、トラック以外
概ね１５％
上乗せ

令和１２年度燃費基準９０％達成
かつ

令和２年度燃費基準達成

令和１２年度燃費基準７０％達成
かつ

令和２年度燃費基準達成

令和１２年度燃費基準９０％達成
かつ

令和２年度燃費基準達成

令和１２年度燃費基準７０％達成
かつ

令和２年度燃費基準達成

ガソリン車・
ＬＰＧ車

営業用の
乗用車

ディーゼル車

軽減される期間税率特　例　対　象　車

電気自動車
燃料電池自動車
プラグインハイブリッド自動車
天然ガス自動車 ※１

概ね７５％
軽減

（★★★★）
平成３０年排出ガス

基準５０％低減
又は

平成１７年排出ガス
基準７５％低減

達成車

初回新規登録の
翌年度（１年間）分

のみ軽減

平成３０年排出
ガス基準適合

又は
平成２１年排出
ガス基準適合

概ね７５％
軽減

概ね５０％
軽減

概ね７５％
軽減

概ね５０％
軽減

40 40

種別割

本県では、パソコンまたはスマートフォンからいつでも確認ができます。

4141

間 期 る れ さ 減 軽



4241

環境性能割②

納める人

自動車の通常の取得価額とは

申告と納税

減　　免

免 税 点

納める額

4242



4341

環境性能割②

納める人

自動車の通常の取得価額とは

申告と納税

減　　免

免 税 点

納める額

4242

①　登録車の環境性能割の税率

【乗用車】

税　　率（令和７年４月１日～令和８年３月31日まで）
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区　　　分 排ガス要件 燃費要件
税率

自家用 営業用

ガソリン車

※本区分には、同車種の
ガソリンハイブリッド
車も含む

（★★★★）

平成30年排出

ガス基準50％低減

又は

平成17年排出

ガス基準75％低減

達成車

令和12年基準95％達成　　かつ　令和２年基準達成
非課税

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準138％達成

令和12年基準90％達成　　かつ　令和２年基準達成　
1.0％ 非課税

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準130％達成

令和12年基準85％達成　　かつ　令和２年基準達成
1.0％ 0.5％

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準123％達成

令和12年基準80％達成　　かつ　令和２年基準達成
2.0％ 0.5％

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準116％達成

令和12年基準75％達成　　かつ　令和２年基準達成
2.0％ 1.0％

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準109％達成

令和12年基準70％達成　　かつ　令和２年基準達成
3.0％ 1.0％

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準102％達成

上記以外のもの 3.0％ 2.0％

ＬＰＧ車

（★★★★）

平成30年排出

ガス基準50％低減

又は

平成17年排出

ガス基準75％低減

達成車

令和12年基準95％達成　　かつ　令和２年基準達成
非課税

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準138％達成

令和12年基準90％達成　　かつ　令和２年基準達成　
1.0％ 非課税

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準130％達成

令和12年基準85％達成　　かつ　令和２年基準達成
1.0％ 0.5％

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準123％達成

令和12年基準80％達成　　かつ　令和２年基準達成
2.0％ 0.5％

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準116％達成

令和12年基準75％達成　　かつ　令和２年基準達成
2.0％ 1.0％

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準109％達成

令和12年基準70％達成　　かつ　令和２年基準達成
3.0％ 1.0％

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準102％達成

上記以外のもの 3.0％ 2.0％

ディーゼル車

※本区分には、同車種の
ディーゼルハイブリッド
車も含む

平成30年排出

ガス基準適合

又は

平成21年排出

ガス基準適合

令和12年基準95％達成　　かつ　令和２年基準達成
非課税

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準138％達成

令和12年基準90％達成　　かつ　令和２年基準達成　
1.0％ 非課税

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準130％達成

令和12年基準85％達成　　かつ　令和２年基準達成
1.0％ 0.5％

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準123％達成

令和12年基準80％達成　　かつ　令和２年基準達成
2.0％ 0.5％

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準116％達成

令和12年基準75％達成　　かつ　令和２年基準達成
2.0％ 1.0％

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準109％達成

令和12年基準70％達成　　かつ　令和２年基準達成
3.0％ 1.0％

令和12年基準算定未了　の場合　令和２年基準102％達成

上記以外のもの 3.0％ 2.0％
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【２．５t以下のトラック】

【２．５t超３. ５t 以下のトラック】

【３．５t超トラック】
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令和７年基準 :令和７年度燃費基準

区　　　分 排ガス要件 燃費要件
税率

自家用 営業用

デ
ィ
ー
ゼ
ル
車

車両総重量

３．５ｔ超の

トラック

※本区分には、同車種の
ディーゼルハイブリッド
車も含む

平成28年排出

ガス基準適合

又は

平成21年排出

ガス基準値より

Nox･PM ともに

10％低減達成車

令和７年基準105％達成
非課税

令和７年基準算定未了　の場合　平成27年基準＋15％達成

令和７年基準達成
1.0％ 0.5％

令和７年基準算定未了　の場合　平成27年基準＋10％達成

令和７年基準95％達成
2.0％ 1.0％

令和７年基準算定未了　の場合　平成27年基準＋5％達成

上記以外のもの 3.0％ 2.0％
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【２．５t以下のトラック】

【２．５t超３. ５t 以下のトラック】

【３．５t超トラック】

44

【３．５t以下のバス】

【３．５t超のバス】

45

令和７年基準 :令和７年度燃費基準

区　　　分 排ガス要件 燃費要件
税率

自家用 営業用

デ
ィ
ー
ゼ
ル
車

車両総重量

３．５ｔ超の

トラック

※本区分には、同車種の
ディーゼルハイブリッド
車も含む

平成28年排出

ガス基準適合

又は

平成21年排出

ガス基準値より

Nox･PM ともに

10％低減達成車

令和７年基準105％達成

非課税

令和７年基準算定未了　の場合　平成27年基準＋15％達成

令和７年基準達成

1.0％ 0.5％

令和７年基準算定未了　の場合　平成27年基準＋10％達成

令和７年基準95％達成

2.0％ 1.0％

令和７年基準算定未了　の場合　平成27年基準＋5％達成

上記以外のもの 3.0％ 2.0％
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②　軽自動車の環境性能割の税率

【乗用車】

【２．５t以下のトラック】

46

75

109％達成

70

102％達成
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②　軽自動車の環境性能割の税率

【乗用車】

【２．５t以下のトラック】

46

課税標準の特例

①　バリアフリー対応バス・タクシーに係る特例措置（初回新規登録時における軽減措置）
特例内容（課税標準の特例）分区

ノンステップバス（路線バス）

リフト付きバス（路線バス）

乗車定員30人以上の空港アクセスバス 取得価額から 800 万円控除

取得価額から 1,000 万円控除

乗車定員30人以上

乗車定員30人未満

取得価額から 650 万円控除

取得価額から 100 万円控除ユニバーサルデザインタクシー

②　先進安全自動車（ＡＳＶ）に係る特例措置（初回新規登録時における軽減措置）

取得価額から 200 万円控除

47

市町村への交付

環境性能割Ｑ＆Ａ

車両総重量対象車両

９

９
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自動車と税金

4848



4946

自動車と税金

4848 49

鉱 区 税

ただし、砂鉱区のうち河床に存するもの
（地方税法附則第 13 条の規定の適用を受ける鉱区）

鉱 区 税
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狩 猟 税

　対象鳥獣捕獲員及び認定鳥獣捕獲等事業者の従事者に係る狩猟者登録

について、狩猟税は課税免除となります。（令和11年3月31日まで。）

狩 猟 税
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狩 猟 税

　対象鳥獣捕獲員及び認定鳥獣捕獲等事業者の従事者に係る狩猟者登録

について、狩猟税は課税免除となります。（令和11年3月31日まで。）

51

なお、本県内にはありません。



52505252

産 業 廃 棄 物 税産 業 廃 棄 物 税



53505252

産 業 廃 棄 物 税

免除等

53

県税の猶予・減免等県税の猶予・減免等
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延 滞 金・ 加 算 金

7

延 滞 金・ 加 算 金
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延 滞 金・ 加 算 金

7

●　

　　▪　

　　▪　

　　▪　

●　
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□
□

□

□
□

56

広域本部等の管轄区域広域本部等の管轄区域
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□
□

□

□
□

56

広域本部等の管轄区域

ホテル熊本
テルサ

県庁通り 至東バイパス

ス
パ
イ
バ
東
至

至熊本市中心街

至健軍

熊本市中央区水前寺 6 丁目 18-1
 ( 熊本県庁 行政棟新館 １階）

（096）333-3200 （代）
〒862-8571

コンビニ

県庁

防災センター

新館

市上下水道局

水前寺高等学園

菊池高校

菊池神社
市民広場

国道387号線

道
国

325

線
号

津
大
至

至山鹿

菊　池
温泉街

菊　池
警察署 菊　池

市役所

菊　池
女子高

至菊池
渓谷

コンビニ

八代臨港線
港
代
八
至

俣
水
至

線
幹
新
州
九

道
車
動
自
州
九 号

３
道
国

号
３
道
国

道
国

219
号 吉

人
至

至水俣 至人吉

球磨川

本
熊
至

本
熊
至

（県道八代港線）

線
土
宇
鏡
代
八
道
県

所
役
市
代
八

跡
城
代
八

国道324号

天草
警察署

天草
市役所

至熊本

天草第一病院

熊本市東区東町4丁目14番37号

庁
県
至

東
バ
イ
パ
ス

自
衛
隊
通
り

第  二  空  港  線

自衛隊 自衛隊

東警察署
運輸支局

県立第二
高等学校

号
３
道
国

号
３
道
国
旧

土
宇
至

代
八
至

里
美
至

国道218号

宇城警察署
所
役
市
城
宇

県庁本館

57

広域本部等の所在地図広域本部等の所在地図
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島
嘉
至

都
山
至

至益城

御船警察署 コンビニ

パチンコ店

至甲佐 国道443号

マクド
ナルド

熊本銀行

温泉
プラザ
山鹿

山鹿バス
センターＧＳ

岡
福
至

本
熊
至

山鹿警察署
肥後銀行

鹿本地域振興局

第一信金

号
３
道
国

至人吉

号
３
道
国

代
八
至

俣
水
至

駅
敷
佐

芦北警察署

芦北町
役　場

コンビニ
至伊佐市

の
び
え
至

I.C

至八代I.C

人吉駅

青井阿蘇神社

球磨川
人吉城跡

国道219号

人吉
市役所

前至 湯 至

代
八
至

府
別
至

阿蘇神社

阿蘇中央高校
阿蘇税務署

コンビニ

国道57号国道325号 本 熊至

宮地駅

玉名市文化
センター

ラーメン店

コンビニ

玉　名
警察署

至荒尾 至熊本

玉名駅

川
木
根
繁

（0968）44-1061（直）

58

至大分至菊池至玉名

県道347号
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島
嘉
至

都
山
至

至益城

御船警察署 コンビニ

パチンコ店

至甲佐 国道443号

マクド
ナルド

熊本銀行

温泉
プラザ
山鹿

山鹿バス
センターＧＳ

岡
福
至

本
熊
至

山鹿警察署
肥後銀行

鹿本地域振興局

第一信金

号
３
道
国

至人吉

号
３
道
国

代
八
至

俣
水
至

駅
敷
佐

芦北警察署

芦北町
役　場

コンビニ
至伊佐市

の
び
え
至

I.C

至八代I.C

人吉駅

青井阿蘇神社

球磨川
人吉城跡

国道219号

人吉
市役所

前至 湯 至

代
八
至

府
別
至

阿蘇神社

阿蘇中央高校
阿蘇税務署

コンビニ

国道57号国道325号 本 熊至

宮地駅

玉名市文化
センター

ラーメン店

コンビニ

玉　名
警察署

至荒尾 至熊本

玉名駅

川
木
根
繁

（0968）44-1061（直）

58

至大分至菊池至玉名

県道347号

59

その他の税金の窓口

0965‒33‒4111（代）

0969-32-6050

その他の税金の窓口
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0968‒57‒8549

0966‒43‒4130


